
週刊ダイヤモンド  2018／12／01　24

　
計
の
所
得
・
貯
蓄
動
向
の

「
見
え
る
化
」
が
進
め
ら
れ

る
。
政
府
は
、
年
１
回
の
公

表
だ
っ
た
可
処
分
所
得
や
貯
蓄
率
（
可

処
分
所
得
の
う
ち
貯
蓄
に
回
す
割
合
）

を
、
Ｇ
Ｄ
Ｐ
（
国
内
総
生
産
）
と
共
に

四
半
期
ご
と
に
公
表
す
る
方
針
だ
。

　
現
在
は
、
家
計
の
所
得
動
向
を
雇
用

者
報
酬
で
把
握
す
る
こ
と
が
多
い
。
だ

が
、
無
職
の
年
金
生
活
者
や
自
営
業
者

な
ど
が
含
ま
れ
て
お
ら
ず
、
社
会
保
険

料
・
税
引
き
前
の
所
得
で
あ
る
た
め
、

購
買
力
を
測
る
物
差
し
と
し
て
は
不
十

分
だ
。
可
処
分
所
得
や
貯
蓄
率
の
速
報

性
が
高
ま
れ
ば
、
家
計
の
足
元
の
経
済

状
況
を
よ
り
的
確
に
評
価
で
き
る
。

　
公
表
に
先
立
ち
、
内
閣
府
は
可
処
分

所
得
と
貯
蓄
率
を
２
０
１
８
年
１
〜
３

月
期
ま
で
試
算
し
た
。
結
果
を
見
る
と
、

可
処
分
所
得
の
増
加
ペ
ー
ス
は
雇
用
者

報
酬
の
そ
れ
よ
り
も
緩
や
か
で
あ
る
。

貯
蓄
率
は
15
年
末
以
降
、
お
お
む
ね
横

ば
い
圏
内
で
推
移
し
て
お
り
、
18
年
１

〜
３
月
期
で
３
％
程
度
だ
っ
た
。

　
つ
ま
り
、
賃
上
げ
や
雇
用
者
数
の
増

加
で
給
与
総
額
は
増
え
た
も
の
の
、
社

会
保
険
料
と
税
の
負
担
が
重
く
な
っ
て

手
取
り
の
所
得
が
さ
ほ
ど
伸
び
ず
、
そ

れ
に
見
合
う
形
で
消
費
額
を
緩
や
か
に

増
や
し
て
き
た
の
が
15
年
末
以
降
の
家

計
の
姿
で
あ
る
。
特
に
社
会
保
険
料
が

家
計
を
圧
迫
し
て
お
り
、
消
費
活
性
化

の
観
点
か
ら
も
、
医
療
・
介
護
給
付
費

の
抑
制
が
課
題
だ
。

　
高
齢
化
が
進
む
日
本
で
は
、
資
産
を

切
り
崩
し
て
生
活
費
に
充
て
る
高
齢
者

の
人
口
割
合
が
上
昇
し
て
お
り
、
貯
蓄

率
を
押
し
下
げ
て
い
る
。
そ
れ
に
も
か

か
わ
ら
ず
、
貯
蓄
率
が
こ
の
と
こ
ろ
安

定
し
て
い
る
の
は
、
現
役
世
帯
の
貯
蓄

率
が
上
昇
し
て
い
る
た
め
と
考
え
ら
れ

る
。
総
務
省
の
「
家
計
調
査
」
に
よ
る

と
、
２
人
以
上
の
勤
労
者
世
帯
の
貯
蓄

率
は
16
年
度
か
ら
17
年
度
に
か
け
て
約

２
％
㌽
上
昇
し
た
。

　
良
好
な
雇
用
・
所
得
環
境
に
も
か
か

わ
ら
ず
、
消
費
に
積
極
的
に
な
れ
な
い

か
ら
だ
ろ
う
。
根
強
い
将
来
不
安
が
う

か
が
わ
れ
る
。
金
融
広
報
中
央
委
員
会

が
18
年
央
に
行
っ
た
ア
ン
ケ
ー
ト
調
査

を
見
る
と
、
老
後
の
生
活
が
「
非
常
に

心
配
で
あ
る
」
と
回
答
し
た
割
合
は
依

然
と
し
て
高
い
。

　
19
年
は
消
費
増
税
を
控
え
て
お
り
、

家
計
消
費
へ
の
関
心
は
一
層
強
ま
る
だ

ろ
う
。
そ
の
点
で
も
、
消
費
の
原
資
で

あ
る
所
得
や
、
消
費
へ
の
姿
勢
が
表
れ

る
貯
蓄
率
の
速
報
化
は
重
要
だ
。
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高齢化が進む中でも
家計貯蓄率は横ばい
働き手が貯蓄志向
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総務省統計委員会の第12回国民経済計算体系的整備部会（2018
年10月22日）での内閣府提出資料より

2018年1～3月期における家計貯蓄率
（季節調整値）
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家


